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ＩＣＴによる行政効率化と成長力強化
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増田議員提出資料



１ 国民利用者の視点にたった電子政府の推進

１１ 現現 状状１１ 現現 状状

◎ＩＣＴインフラの国際ランキング
1位 ※総務省調べ

◎電子政府ランキング
11 位 ※国連調査

◎オンライン申請の利用率◎オンライン申請の利用率
「22年度までに利用率５０％以上」を目指し、申請件数の多い１６５手続について行動計画を策定し、利用促
進を推進中だが、現状は１５．３％と低調。

（平１７） （平１８）
【原因】 利用者視点の欠如
・添付書類が面倒

１１．３％ ⇒ １５．３％ ※平１９ 調査中

【例】（18年度）
・不動産登記 0.02％ 登記証明書 14.41％
・国税（法人税） ４％（→19年度 17.5％）
・社会保険（年金住所変更） 0.13％

添付書類が面倒
・電子証明書の取得が面倒
・ＰＣの操作が分かりにくい（申請用ソフトのインストール等）
・メリットが実感できない（手数料削減、申請者の保有データの活用等）
・広報の不足

民間議員の指摘も踏まえ

・税関手続 99％ ・特許関連手続 92％

２２ 対対 応応

民間議員の指摘も踏まえ、
○ 総務省は、早期に以下の措置を含む抜本的改善策を策定
各省はこれに即して行動計画を全面的に見直し、新たな「オンライン利用促進計画」（平成22年度まで）を
早期に策定。早期 策定。
－利用者視点に立った、より効果的な利用促進策の実施
・使い勝手の向上策 ・紙による添付書類の廃止・削減等
・手数料の引き下げなどメリットの拡大
・企業の手続コスト削減のための一括申請の導入
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企業の手続コスト削減のための 括申請の導入

→各省の取組を厳格にチェックし、確実な履行を確保
○ 電子政府を強力に推進するための基本的な法令の整備などにも積極的に取組



２ 電子自治体の普及と地域住民の利便性の向上

１ 住民の利便性の向上

地域住民によるオンライン利用の利便性の向上を図るためには、民間事業者のビジネスやサービ
スとの連携を進めながら、地域住民のニーズに合った住民サービスを開発し、その速やかな普及を

１ 住民の利便性の向上

スとの連携を進めながら、地域住民のニ ズに合った住民サ ビスを開発し、その速やかな普及を
図ることが重要。

（１）コンビニのキオスク端末による証明書等の電子交付の実現【平成２１年中を目途に先ず
先進的な団体において実現】先進的な団体において実現】

（２）携帯電話を活用した電子申請の推進（システム構築マニュアルを３月に作成・地方公共
団体に配布）

（３）オンライン利用の基盤整備（住民基本台帳カードの無料交付の促進等）（３）オンライン利用の基盤整備（住民基本台帳カードの無料交付の促進等）

２ 地方公共団体の業務の効率化

地方公共団体が個別にシステムを開発、運用する非効率性を回避し、特定のベンダーへの過度
の依存を脱却するためには、標準仕様に基づくシステムの導入、複数の団体によるシステムの共
同利用の促進、ＡＳＰ・ＳａａＳ事業者のサービスを利用したアウトソーシングの促進等が重要。同利用の促進、ＡＳＰ ＳａａＳ事業者のサ ビスを利用したアウトソ シングの促進等が重要。

（１）地域情報プラットフォーム事業の推進（主要２６業務の情報システムを標準化・仕様公表済）
（２）共同アウトソーシング事業の推進（４４都道府県において共同化を実施中(H19.9)）
（３）ＡＳＰ ＳａａＳの利用の促進（ＬＧＷＡＮ利用を促進 情報開示基準に係る公益法人認定を（３）ＡＳＰ・ＳａａＳの利用の促進（ＬＧＷＡＮ利用を促進、情報開示基準に係る公益法人認定を
4月開始）
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３ ＩＣＴによる成長力強化

○ ＩＣＴは 行政効率化にとどまらず 全般的に経済成長への寄与度が高く 環境負荷の低減にも効果がある○ ＩＣＴは、行政効率化にとどまらず、全般的に経済成長への寄与度が高く、環境負荷の低減にも効果がある。
したがって、経済成長と環境を両立させる持続可能な成長モデルを構築するには、ＩＣＴが切り札となる。

○ このような観点も踏まえ、日本の最大の課題である「成長力強化」に向けて、総務大臣主催の「ＩＣＴ成長力懇
談会 において ＩＣＴと成長力を結ぶ経路を強化するための「ＩＣＴ成長力強化プラン（仮称） を６月目途に策定談会」において、ＩＣＴと成長力を結ぶ経路を強化するための「ＩＣＴ成長力強化プラン（仮称）」を６月目途に策定。

成長力強化のための新たなＩＣＴ政策目指すべき情報社会の姿

ＩＣＴ産業と異業種の
グローバルに成長し、 地球にも人にも

グローバル成長力

ＩＣＴ国際競争力 ＩＣＴ産業と異業種の
つながり力強化

（ＩＣＴ活用の戦略分野の設定）

個も組織も活力を
発揮する社会

global 
& growth

優しく、安心して
生活できる社会

sustainable
& secure

ＩＣＴ成長力強化プラン

調和

ＩＣＴ国際競争力
の強化

（ガラパゴス体質からの脱却）

環境負荷
環境負荷

・重点技術の国際展開
（海外市場の獲得支援等）

・成長の柱の設定
（ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ産業強化等）& growth & secure

ＩＣＴ成長力強化プラン
【仮称】

・ＩＣＴと成長力を結ぶ経路を強化
するための集中プランあらゆる人や物がネットワ クでつながり

経済成長
の牽引

環境負荷
の低減

ＩＣＴ産業 ＩＣＴ利用産業

環境負荷
の低減

環境負荷
の低減

・国際標準化の強化
（標準化戦略ﾏｯﾌﾟ等）

・ｵｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
（知的資産総ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化等）

するための集中プラン
・「ＩＣＴ成長力懇談会」において、
６月を目途に策定

あらゆる人や物がネットワークでつながり、
価値を創発する社会（ユビキタスネット社会）

ubiquitous, universal,  user-oriented & unique
環境負荷
の低減

環境負荷
の低減

・完全ﾃﾞﾀﾙ元年の実現
（ｲﾝﾌﾗ整備、競争促進等）
・新たなサービスの創出
（IPTVｻｰﾋﾞｽ展開等）

・行政ｻｰﾋﾞｽの革新
（電子政府、電子自治体）
・ICTによる生産性の向上
（コード体系の整備等）

「ユビキタスネット社会」の実現に向けた取組を核と
して、少子高齢化社会のもとでも、ＩＣＴの活用により、
「高付加価値な経済成長」と「地球環境への配慮」を

両立させる持続可能な成長モデルを構築 地域成長力

新たなデジタル市場
の創出

（ＩＣＴ産業の発展基盤強化）

官民をあげたデジタル
適応力の向上
（ＩＣＴの徹底活用）
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Ｃ 率 力ＩＣＴによる行政効率化と成長力強化
（参考資料）（参考資料）

平成２０年４月１日平成２０年４月１日

増田議員提出資料増田議員提出資料



１ 電子政府の取組状況

ⅠⅠ オンラインオンライン利用促進の取組状況利用促進の取組状況

オンライン利用率は、H22年度50％以上の目標に対し、H17年度では11.3％
→年間申請等件数の多い165手続を対象に、「オンライン利用促進計画」(Ｈ18～H20)を策定し、重点的に取組
利用促進計画対象手続 実績：H17年度12.4%→H18年度17.1%

目標：H19年度22% H20年度29%目標：H19年度22%、H20年度29%
手続全体では、 H17年度11.3%→H18年度15.3%

＜主な促進策＞
○ 税額控除○ 税額控除
ー 電子申告による所得税の確定申告書を提出する際、所得税額から5,000円（所得税額を限度）を控除
（平成19年分又は平成20年分のいずれか）。

○ 手数料の引き下げ
－ 不動産登記に係る登記事項証明書等の交付請求等－ 不動産登記に係る登記事項証明書等の交付請求等
（登記事項証明書）紙申請の場合：１通1,000円 → オンラインの場合：１通700円
（登記情報提供サービス）不動産登記情報（全部事項） 900円（当初） → 480円（19年度～）

－ 無線局免許の電子申請に係る手数料
（例）アマチュア局（50W以下）の場合：4 300円→2 900円（平成２０年４月～）（例）アマチュア局（50W以下）の場合：4,300円→2,900円（平成２０年４月～）

○ 申請に要する処理期間の短縮
ー 国税の還付申告の処理期間の短縮（紙：６週間程度 →  電子：３週間程度）（平成18年11月～）

２２ 政府の業務・政府の業務・システム最適化の取組状況システム最適化の取組状況２２ 政府の業務・政府の業務・システム最適化の取組状況システム最適化の取組状況

最適化対象業務・システム（府省共通20分野（※１））、個別64分野（※２） ） ※1人事・給与、文書管理等 ※２社会保険、国税等

○ＰＤＣＡサイクルによる業務やシステムの不断の見直し
・最適化計画：84分野すべてについて策定済、現在システムの設計・開発中。府省共通業務については統一した最適化計画 分野 策定済、現在 設計 開発中。府省共 業務 統 し
システムを設計・開発中。
・外部専門家の評価：各府省ＣＩＯ補佐官の評価、ＣＩＯ補佐官等連絡会議の助言、電子政府評価委員会の評価
・最適化の発現効果：約270億円のシステム運用経費削減済（18年度）



２ 電子自治体の普及と地域住民の利便性の向上（具体的施策）

１ 住民の利便性の向上

（１）コンビニのキオスク端末による証明書等の電子交付の実現
自動交付機と同等の安全性を確保した上で、コンビニのキオスク端末においてワンストップで住民票等の交付を受けられるようにするため、先
進的な地方公共団体、コンビニ事業者等と調整を進める。【平成２１年中を目途に先ず先進的な団体において実現】

※ コンビニでの証明書等の電子交付を希望する住民の割合は４２ １％（総務省調査）

住民 利便性 向

※ コンビニでの証明書等の電子交付を希望する住民の割合は４２．１％（総務省調査）。

（２）携帯電話を活用した電子申請の推進
携帯電話を活用した電子申請システムの構築マニュアルを本年３月に作成し、地方公共団体に配布。
※ 携帯電話によるオンライン手続きの利用を希望する住民の割合は６２．７％（総務省調査）。

（ ） 利 基盤整備（住 基本台帳 ド 無料交付 促進等）（３）オンライン利用の基盤整備（住民基本台帳カードの無料交付の促進等）
住民基本台帳カードの交付手数料を無料化する市区町村に対して、新たな財政措置を実施することにより、交付手数料の無料化を推進する。
【平成２０年４月から実施】

２ 地方公共団体の業務の効率化

（１）地域情報プラットフォーム事業の推進
標準システムに基づく地域情報プラットフォームの普及促進を図るため、モデル地域において実証実験を実施し、運用面・制度面での課題の
抽出や解決策の提示を行う。
※ 平成２０年度予算案で約６．３億円計上。
※ 地域情報プラットフォーム関係予算を計上している地方公共団体は２５団体。検討中は６９団体。

（２）共同アウトソーシング事業の推進
グ グ共同アウトソーシングの運用に係る実証や導入に伴う効果の測定・評価を実施し、共同アウトソーシングの一層の普及促進を図る。

※ 平成１９年９月時点で、４４都道府県において共同化を実施中。

（３）ＡＳＰ・ＳａａＳの利用の促進
地域情報プラットフォーム事業の推進によりＡＳＰ・ＳａａＳとの親和性の高い標準システムの普及を図るとともに、地方公共団体に対し効率的に
ビ を提供す 基盤 を促進す ま 益法 が ビ を 定す 制度を本年 中 始

2

サービスを提供する基盤としてＬＧＷＡＮの利用を促進する。また、公益法人がＡＳＰ・ＳａａＳのサービスを認定する制度を本年４月中に開始し、
認定サービスについて地方公共団体に情報を提供する。

※ 本年２月現在、ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰにより地方公共団体に提供されているサービスは１６４件。



３ 「ＩＣＴ成長力強化プラン」【仮称】の概要

グローバル成長力

ＩＣＴ産業の国際競争力強化

（１） 重点技術分野における国際展開の積極
推進

ＩＣＴ産業と異業種のつながり力強化
（１） 成長の柱の設定
① クリエイティブ産業（コンテンツ周辺分野）の抜本的強化
② 世界最高の情報通信基盤を活かすプラットフォーム基盤の強化

（ ） 環境 配慮

（４） 民の取組を後押しするための
「特区 の導入① 次世代IPネットワーク、ワイヤレス、デジタル放送の３

分野での日本発技術やＩＣＴ産業の国際展開の推進
② モバイルビジネス活性化プランの推進

（２） 国際標準化活動の抜本強化
① 「ＩＣＴ国際標準化戦略マップ」「ＩＣＴパテントマップ」
等の策定

（２） 環境への配慮
① ＩＣＴによるネットワーク化を通じた環境負荷の低減

（３） オールジャパンで取り組む大型プロジェクト
① 日本中の知的資産を総デジタル化してつなぐ「デジタル文明開
化プロジェクト（仮称）」の実施
② ハード コンテンツ 人材等を 体化した総合的な国際プロジ

「特区」の導入
① コンテンツ流通等における新規事業創出
を促す「サイバー特区（仮称）」の導入
② 日本の強みであるユビキタス技術をさらに
伸ばす「ユビキタス特区」の強化

等の策定
② 「ＩＣＴ標準化・知財センター」の設置

（３） 高度ＩＣＴ人材育成の推進体制
の強化

① 先進的な取組を横展開するナショナル
センター機能の構築

② ハード、コンテンツ、人材等を一体化した総合的な国際プロジェ
クトの実施 （５） 強みをさらに伸ばすための重点

分野の設定
① 日本の「強み」をさらに伸ばすための重点
分野の設定（自動車など）

ICT産業 ICT利用産業
ＩＣＴ成長力強化プラン

【仮称】
（１） 官民をあげたＩＣＴ利活用のための
課題総点検（１） 完全デジタル元年の着実な実現

センタ 機能の構築

① ＩＣＴ利活用に関する制度・慣習等の総点検

（２） 徹底的なＩＣＴ利活用を促すための重点分野の設定
（２－１） 国における行政サービスの革新
① 新たに策定する「利用促進計画」を通じたオンライン利用の加速化

（２ ２） 地方における行政サ ビスの革新

① ブロードバンド・ゼロ地域の解消
② 携帯電話サービスのエリア整備の推進
③ 地上デジタル放送への完全移行の実現

（２） 新たな情報通信サービスの創出 （２－２） 地方における行政サービスの革新
② 地方公共団体のシステムの標準化や共同化の推進
③ 民間のＩＣＴサービスやＩＣＴインフラの利用の促進 など

（２－３） 既存産業・サービスの革新
① ＩＣＴ利活用による生産性向上プログラムの策定
② 地域成長力を高めるための重点分野の設定（遠隔医療 中小企業等） など

（２） 新たな情報通信サービスの創出
① 地上デジタル放送への完全移行により利用可能となる周波数を活用した
新サービスの実現
② 通信・放送の融合・連携の一層の促進によるＩＰＴＶ等の新サービスの展開
③ 新競争促進プログラムに基づくブロードバンド市場の競争促進策の展開

地域成長力

新たなデジタル市場の創出 官民をあげたデジタル適応力の向上

② 地域成長力を高めるための重点分野の設定（遠隔医療、中小企業等） など
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ＩＣＴ利活用の普及を促進することにより 低炭素社会の実現へ貢献

４ 「地球温暖化問題への対応に向けたＩＣＴ政策に関する研究会」報告書概要
（座長：月尾嘉男東京大学名誉教授、平成１９年９月～平成２０年４月開催）

１．ＩＣＴによるＣＯ２排出削減効果の提示（２０１２年までのICT分野全体のＣＯ２排出量とCO２排出削減効果を試算）

ＩＣＴ利活用の普及を促進することにより、低炭素社会の実現へ貢献

試算結

ＩＣＴ機器等の使用によるＣＯ２排出量

ICTによる
CO２排出削減量

ICT利活用による
CO２排出削減効果

ICT機器等の使用による
CO２排出量

＝ －
＜試算結果＞

CO２排出
量を試算

ICT利活用によるCO２排出量削減がICT機器等のCO２排出

量を大きく 年 お 排

差し引きトータルの

ICTによるCO２排出削減量
３,８００万トン（３．０％）

ＩＣＴ利活用によるＣＯ２排出削減効果

量を試算

２．推進方策

量を大きく上回り、２０１２年において３,８００万トンのCO２排

出削減に貢献（１９９０年度の日本のCO２排出量の３．０％）

（１） 「経済成長と利便性の向上を追求しつつ地球温暖化問題へ積極的に貢献できるＩＣＴ」というコンセプトを国内外に積極的に発信
（２） ＩＣＴによるＣＯ２排出削減効果の評価手法を国際的なレベルで確立し、標準化を進める
（３） 社会システムのＩＣＴ化の促進／ＩＣＴの利活用による低炭素型都市モデルの構築
（４） データセンタ、ＡＳＰ・ＳａａＳにおける環境配慮対策、企業・家庭に対するインセンティブ付与

（５） 研究開発の推進（５） 研究開発の推進

（参考） 「ＩＣＴと気候変動に関するシンポジウム」の開催

会合概要
日程： 平成２０年４月１５日、１６日

ＩＣＴの利活用による、気候変動の影響の低減や対応の重要性に関して
認識を高めるとともに、今後のＩＴＵにおける気候変動とＩＣＴに関する

狙い

場所： 京都国際会館
主催： 総務省およびＩＴＵ
第２回は本年６月にロンドンで開催、
英国Ｂｒｉｔｉｓｈ ＴｅｌｅｃｏｍとＩＴＵが主催

認識を高めるとともに、今後のＩＴＵにおける気候変動とＩＣＴに関する
各種国際標準化活動について議論を行う。

今後、ＩＴＵにおける国際標準化活動を推進
（ＣＯ２削減効果の評価手法（評価基準・原単位設定方法）等の標準化）
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５ 次世代ネットワークによる「つながり力」の発揮

企業データベース（企業ＤＢ）の共用に向けて

● 企業ＤＢ、企業を識別する企業コードとも、多種多様

● 企業ＤＢを共用するためには 個別に読替作業が必
（ログイン）

多くのＩＤ、パスワード管理の簡素化に向けて

Web site● 企業ＤＢを共用するためには、個別に読替作業が必
要で、これをＮ対Ｎで行うことは煩雑

● 業種業界横断で利用できる企業コード（「企業ディレク
トリ」）をマスターＩＤにして読替えできると合理的

● 電話番号とそれに紐付く基本情報（企業の名称 所在 ザ

ID：１２３４５
ＰＷ：○○○○

ID：５１２３４
ＰＷ：○○○× 地方公共団体

国

Web site
電子申請

電子申請

● 電話番号とそれに紐付く基本情報（企業の名称、所在
地、設立年月日）を、企業の同意を得て、企業ディレクト
リとして公開し、ネット上の“企業台帳”に

● 複数の情報システムを｢つなげる｣インターフェースとし
ても活用し から独自に創り上げるシステム開発手法

ユーザ

民間サービスA

民間サービスＢ

ID：４５１２３
ＰＷ：×○○○

ID：３４５１２
ＰＷ：××××

電子取引

電子取引

ても活用し、一から独自に創り上げるシステム開発手法
と異なる、｢相乗り｣可能なシステム開発環境を提供

Ａ社 F社 Ａ社 F社

＜企業ディレクトリの合理性＞

多くのＩＤ、パスワード管理が必要

Ａ社
DB

B社
DB

F社
DB

G社
DB

Ａ社
DB

B社
DB

F社
DB

G社
DB

ザ
ID：５４３２１

（ログイン）

Single Sign On 国

地方公共団体

Web site

C社
DB

D社

H社
DB

I社

C社
DB

D社

H社
DB

I社

ディレクトリ

ユーザ

民間サービスA

民間サービスＢ

ID：５４３２１
ＰＷ：××○○
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D社
DB

E社
DB

I社
DB

J社
DB

D社
DB

E社
DB

I社
DB

J社
DB

電話番号を企業のマスターＩＤとして、Single 
Sign Onによる電子申請等支援サービスの

開発・実証を推進し、効果を検証


